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資産の部

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 278,712,043

未収金 3,595,060

立替金 324,908

棚卸資産 17,598,347

前払費用 80,723

賞与引当金見返　（注） 32,815,657

流動資産合計 333,126,738

Ⅱ 固定資産

1 有形固定資産

建物 5,103,971,081

   減価償却累計額 △ 3,461,689,536 1,642,281,545

構築物 141,526,389

   減価償却累計額 △ 122,397,234 19,129,155

機械及び装置 955,859,896

   減価償却累計額 △ 911,817,037 44,042,859

車両運搬具 9,025,707

   減価償却累計額 △ 9,025,703 4

工具器具備品 1,915,041,428

   減価償却累計額 △ 1,656,570,271 258,471,157

土地 2,220,000,000

その他 24,564,200

有形固定資産合計 4,208,488,920

2 無形固定資産

電話加入権 30,000 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ソフトウェア 7,285,685

無形固定資産合計 7,315,685

3 その他の資産

退職給付引当金見返　（注） 366,712,144

預託金 25,060

その他の資産合計 366,737,204

固定資産合計 4,582,541,809

資産合計 4,915,668,547

貸　　借　　対　　照　　表
(令和5年3月31日現在)

（単位：円）

-1-



負債の部

Ⅰ 流動負債

運営費交付金債務　（注） 127,900,802

預り寄付金 501,000

研究業務未払金 99,820,982

未払金 8,925,709

未払消費税等 1,443,400

未払費用 7,521,264

前受金 14,463,780

預り金 4,105,486

賞与引当金 32,815,657

流動負債合計 297,498,080

Ⅱ 固定負債

1 資産見返負債　（注）

資産見返運営費交付金 373,807,380

資産見返物品受贈額 195,409

資産見返受託費 9

資産見返負債合計 374,002,798

2 その他固定負債

退職給付引当金 366,712,144

その他固定負債合計 366,712,144

固定負債合計 740,714,942

負債合計 1,038,213,022

純資産の部

Ⅰ 資本金

政府出資金 8,302,582,580

資本金合計 8,302,582,580

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 11,665,563

その他行政コスト累計額　（注）

減価償却相当累計額 △ 4,111,083,971

減損損失相当累計額 △ 690,000

除売却差額相当累計額 △ 354,792,487 △ 4,466,566,458

資本剰余金合計 △ 4,454,900,895

Ⅲ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金　（注） 2

積立金　（注） 21,576,963

目的積立金（注） 0

当期未処分利益 8,196,875

   （うち当期総利益） 8,196,875

利益剰余金合計 29,773,840

純資産合計 3,877,455,525

負債純資産合計 4,915,668,547

（注）　これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
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経常費用
研究業務費

人件費 439,667,952
業務委託費 39,684,632
減価償却費 162,570,389
保守・修繕費 112,157,419
水道光熱費 75,734,115
旅費交通費 7,858,033
消耗品費 65,432,424
支払手数料 1,587,283
保険料 8,431,778
通信費 4,281,909
図書印刷費 9,531,045
その他業務経費 8,442,460 935,379,439

共同研究費
消耗品費 240,000 240,000

一般管理費
人件費 133,824,919
減価償却費 26,217,220
保守・修繕費 38,537,991
水道光熱費 1,770,702
旅費交通費 3,415,009
消耗品費 8,566,803
支払手数料 624,858
保険料 1,857,332
通信費 2,543,347
図書印刷費 1,258,693
その他管理経費 8,467,777 227,084,651

経常費用合計 1,162,704,090

経常収益
運営費交付金収益　（注） 863,765,167
知的所有権収入 1,252,500
その他事業収入

鑑評会収入 17,540,291
その他収入 26,300,397 43,840,688

共同研究収益 240,000
資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 188,787,615
資産見返物品受贈額戻入 0 188,787,615

引当金見返に係る収益
賞与引当金見返に係る収益　（注） 32,815,657
退職給付引当金見返に係る収益　（注） 37,660,545 70,476,202

損　　益　　計　　算　　書
(令和4年4月1日～令和5年3月31日)

（単位：円）
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財務収益
受取利息 2,328

雑益
その他雑収入 2,536,471

経常収益合計 1,170,900,971

経常利益 8,196,881

臨時損失
固定資産除却損 6

臨時損失合計 6

臨時収益
固定資産売却益 0

臨時収益合計 0

当期純利益 8,196,875

積立金取崩額　（注） 0

当期総利益 8,196,875

（注）　これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
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(単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

　 原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 314,942,567

　 人件費支出 △ 559,692,021

　 その他の業務支出 △ 70,885,731

　 運営費交付金収入 1,010,829,000

受託収入 0

研究業務収入 45,250,676

その他の業務収入 3,010,471

小　　計 113,569,828

利息の受取額 2,328

業務活動によるキャッシュ・フロー 113,572,156

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 70,976,240

無形固定資産の取得による支出 0

その他の資産の取得による支出 0

有形固定資産の売却による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 70,976,240

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅳ 資金増加額 42,595,916

　 　 　 　

Ⅴ 資金期首残高 236,116,127

Ⅵ 資金期末残高 278,712,043

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
（令和4年4月1日～令和5年3月31日）
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Ⅰ 当期未処分利益 8,196,875

当期総利益 8,196,875

Ⅱ 利益処分額 8,196,875

積立金 8,196,875

　　　　研究用機器等購入積立金 0 0

利　益　の　処　分　に　関　す　る　書　類

（単位：円）

独立行政法人通則法第４４条第３項によ
り財務大臣の承認を受けた額
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Ⅰ 損益計算書上の費用

935,379,439

0

240,000

227,084,651

6

1,162,704,096

Ⅱ その他行政コスト

81,402,246

0

0

81,402,246

Ⅲ 行政コスト 1,244,106,342

（注）　これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

除売却差額相当額（注）

 その他行政コスト合計

共同研究費

一般管理費

臨時損失

減価償却相当額（注）

減損損失相当額（注）

行 政 コ ス ト 計 算 書

（単位：円）

（令和4年4月1日～令和5年3月31日）

 損益計算書上の費用合計

研究業務費

受託費
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重　要　な　会　計　方　針

１　運営費交付金収益の計上基準

　業務達成基準を採用しております。

　なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活動については期間進行基準を採

用しております。

２　減価償却の会計処理方法

す。

　 　有形固定資産

　定額法を採用しております。

 無形固定資産

定額法を採用しております。

３　賞与支給に係る引当金の計上基準

役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上しております。

なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、賞与引当金と同額を賞与

引当金見返として計上しております。

４　退職給付に係る引当金の計上基準

退職一時金については、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

なお、退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、退職給付引当金と同額を退

職給付引当金見返として計上しております。

５　棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法を採用しております。

６　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

重　要　な　債　務　負　担　行　為

当期中に契約を締結し、翌期以降に支払いを予定している債務負担行為は次の通りである。

重　要　な　後　発　事　象

該当事項はありません。

耐用年数については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40.3.31大蔵省令第15号）」を基本としておりま

なお、特定の償却資産の減価償却相当額については、減価償却相当累計額として資本剰余金から控除しております。

件名 契約金額 翌期以降の支払金額

高圧ケーブル更新工事 7,700,000円 7,700,000円

酒類製造実験棟外壁等改修工事 30,778,000円 30,778,000円
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注　記　事　項

１　貸借対照表関係

当事業年度で減損の兆候を認識したものはありません。

２　キャッシュ・フロー計算書関係

　資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

278,712,043 円

278,712,043 円

３　行政コスト計算書

 独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの計算

行政コスト　　　　　　　　　　　　　1,244,106,342円　　　

自己収入等　　　　　　　　　　　　　 △47,361,987円

国庫納付額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0円

機会費用　　　　　 　　　　　　　　　　15,112,283円

独立行政法人の業務運営に関して

国民の負担に帰せられるコスト　　　　1,211,856,638円

 機会費用の計上方法

政府出資に係る機会費用の計算に使用した利率は、令和5年3月末における10年国債利回りに基づき0.389％で計算して

おります。

 機会費用の計算

　　政府出資金 減価償却相当累計額等 　 政府出資等の額

期首　 ： 8,302,582,580 - 4,376,630,714 ＝ 3,925,951,866 円

期末　 ： 8,302,582,580 - 4,458,722,960 ＝ 3,843,859,620 円

（期首＋期末） × 1/2 ＝ 3,884,905,743 円

3,884,905,743 × 0.389% ＝ 15,112,283 円

４　金融商品に関する注記

    金融商品の状況に関する事項

　当法人は、資金運用については短期的な預金に限定しております。

 金融商品の時価等に関する事項

現金は注記を省略しており、預金、未収金及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、

注記を省略しております。

資金期末残高

現金及び預金
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附　属　明　細　書
   

（単位:円）

建物 357,367,121 6,567,000 0 363,934,121 303,679,197 11,120,539 0 0 60,254,924

構築物 10,733,389 0 0 10,733,389 8,237,626 646,952 0 0 2,495,763

機械及び装置 316,061,788 0 0 316,061,788 272,019,045 8,780,664 0 0 44,042,743

車両運搬具 9,025,707 0 0 9,025,707 9,025,703 0 0 0 4

工具器具備品 1,714,190,288 16,836,110 15,101,341 1,715,925,057 1,457,454,239 164,145,333 0 0 258,470,818

計 2,407,378,293 23,403,110 15,101,341 2,415,680,062 2,050,415,810 184,693,488 0 0 365,264,252

建物 4,740,036,960 0 0 4,740,036,960 3,158,010,339 80,380,161 0 0 1,582,026,621

構築物 130,793,000 0 0 130,793,000 114,159,608 1,022,085 0 0 16,633,392

機械及び装置 639,798,108 0 0 639,798,108 639,797,992 0 0 0 116

工具器具備品 199,116,371 0 0 199,116,371 199,116,032 0 0 0 339

計 5,709,744,439 0 0 5,709,744,439 4,111,083,971 81,402,246 0 0 1,598,660,468

土地 2,220,000,000 0 0 2,220,000,000 0 0 0 0 2,220,000,000

樹木 24,564,200 0 0 24,564,200 0 0 0 0 24,564,200

計 2,244,564,200 0 0 2,244,564,200 0 0 0 0 2,244,564,200

建物 5,097,404,081 6,567,000 0 5,103,971,081 3,461,689,536 91,500,700 0 0 1,642,281,545

構築物 141,526,389 0 0 141,526,389 122,397,234 1,669,037 0 0 19,129,155

機械及び装置 955,859,896 0 0 955,859,896 911,817,037 8,780,664 0 0 44,042,859

車両運搬具 9,025,707 0 0 9,025,707 9,025,703 0 0 0 4

工具器具備品 1,913,306,659 16,836,110 15,101,341 1,915,041,428 1,656,570,271 164,145,333 0 0 258,471,157

土地 2,220,000,000 0 0 2,220,000,000 0 0 0 0 2,220,000,000

樹木 24,564,200 0 0 24,564,200 0 0 0 0 24,564,200

計 10,361,686,932 23,403,110 15,101,341 10,369,988,701 6,161,499,781 266,095,734 0 0 4,208,488,920

電話加入権 720,000 0 0 720,000 0 0 690,000 0 30,000

ソフトウェア 79,786,955 4,840,000 0 84,626,955 77,341,270 4,094,121 0 0 7,285,685

計 80,506,955 4,840,000 0 85,346,955 77,341,270 4,094,121 690,000 0 7,315,685

ソフトウェア 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

電話加入権 720,000 0 0 720,000 0 0 690,000 0 30,000

ソフトウェア 79,786,955 4,840,000 0 84,626,955 77,341,270 4,094,121 0 0 7,285,685

計 80,506,955 4,840,000 0 85,346,955 77,341,270 4,094,121 690,000 0 7,315,685

預託金 25,060 0 0 25,060 0 0 0 0 25,060

計 25,060 0 0 25,060 0 0 0 0 25,060

有形固定資産
（減価償却相当

額）

資　産　の　種　類 期首残高 当期増加額

１　固定資産の取得、処分、減価償却費（「第８７ 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第９１ 資産除
　去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

当期減少額

減価償却累計額

期末残高
差引

当期末残高
摘　要

当期償却額

減損損失累計額

当期減損額

有形固定資産
（減価償却費）

投資その他の
資産

非償却資産

有形固定資産
合計

無形固定資産
（減価償却費）

無形固定資産
（減価償却相当

額）

無形固定資産
合計
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２　棚卸資産の明細
（単位:円）

貯蔵品 14,948,604 15,713,620 0 14,948,604 0 15,713,620 研究業務用消耗品等

仕掛品 1,185,529 699,198 0 0 0 1,884,727 共同研究分

合　　計 16,134,133 16,412,818 0 14,948,604 0 17,598,347

３　有価証券の明細

　　当事業年度は、有価証券を保有していないため、記載を省略しております。

４　長期貸付金の明細

　　当事業年度は、長期貸付金を有していないため、記載を省略しております。

５　長期借入金の明細

　　当事業年度は、長期借入金を有していないため、記載を省略しております。

６　債券の明細

　　当事業年度は、債券を有していないため、記載を省略しております。

７　引当金の明細
（単位:円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

28,244,680 32,815,657 28,244,680 32,815,657

28,244,680 32,815,657 28,244,680 32,815,657

８　貸付金等に対する貸倒引当金の明細

　　当事業年度は、貸倒引当金を設定していないため、記載を省略しております。

９　退職給付引当金の明細
（単位:円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

357,356,144 37,660,545 28,304,545 366,712,144

　　　　 退職一時金に係る債務 357,356,144 37,660,545 28,304,545 366,712,144 簡便法

0 0 0 0

0 0 0 0

         恩給負担金に係る債務 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

357,356,144 37,660,545 28,304,545 366,712,144

10　資産除去債務の明細

　　当事業年度は、資産除去債務を有していないため、記載を省略しております。

退職給付引当金

未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上
の差異

         確定給付企業年金等に係る債務

         整理資源に係る債務

年金資産

区　　    分

退職給付債務合計額

種　　　類 期首残高

当期増加額

区　　　　分

当期減少額

期末残高 摘要当期購入・
製造・振替

そ の 他 払出 ・振替 そ の 他

摘　要

賞与引当金

合　　計
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11　法令に基づく引当金等の明細

　　当事業年度は、法令に基づく引当金を設定していないため、記載を省略しております。

12　保証債務の明細

　　当事業年度は、保証債務を有していないため、記載を省略しております。

13　資本金及び資本剰余金の明細
（単位:円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

8,302,582,580 0 0 8,302,582,580

8,302,582,580 0 0 8,302,582,580

8,893,500 0 0 8,893,500
目的積立金を
財源とする固定
資産の購入

2,772,063 0 0 2,772,063 減資差益

11,665,563 0 0 11,665,563

△ 4,029,681,725 △ 81,402,246 0 △ 4,111,083,971 損益外資産の償却

△ 690,000 0 0 △ 690,000 損益外資産の減損

△ 354,792,487 0 △ 354,792,487 損益外資産の除却

△ 4,373,498,649 △ 81,402,246 0 △ 4,454,900,895

14　積立金の明細
（単位:円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

0 21,576,963 0 21,576,963

2 0 0 2

0 0 0 0

2 21,576,963 0 21,576,965

（注）前期未処分利益の積立てにより増加しました。

15　目的積立金の取崩しの明細

金　　額

目的積立金 0

計 0

前中期目標期
間繰越積立金

0

計 0

16　運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細

（単位:円）

65,629,304 1,010,829,000 863,765,167 28,243,110 0 892,008,277 56,549,225 127,900,802

目的積立金

前中期目標期間繰越積立金

摘　要

（注）

区　　　　分

通則法第44条１項の積立金

区　　    分

資本金
政府出資金

計

資本剰余金

資本剰余金

　贈与資本剰余金

　その他資本剰余金

計

減損損失相当累計額

除売却差額相当累計額

差引計

減価償却相当累計額

期首残高
交付金

当期交付額

当期振替額
引当金見返
との相殺額運営費

交付金収益
資産見返

運営費交付金
資本

剰余金
小計

期末残高

その他

計

区分 摘　　　　　　　要

目的積立金
取崩額
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（２）運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

　①　運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細

（単位:円）

費用

233,290,758 233,290,758

630,474,409 621,695,926

0 0

863,765,167 854,986,684

　②　資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細

（単位:円）

振替額 振替額

（３）引当金見返との相殺額の明細

（単位:円）

相殺額

56,549,225

（４）運営費交付金債務残高の明細

（単位:円）

合　　計 127,900,802

17　運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

　　当事業年度において、令和４年度独立行政法人酒類総合研究所施設整備費補助金103,289,000円が財源措置さ
　 れましたが、翌年度にわたる債務負担の承認を受け、全額を翌年度に繰越ししております。

期間進行基
準を採用した
業務に係る
分

0

費用進行基準による振替額

業務経費：229,063,298、退職手当：4,227,460

人件費：400,203,162、一般管理費：221,492,764

業務達成基準による振替額

期間進行基準による振替額

運営費
交付金収益

運営費交付金の主な使途

主な使途
区分

-0
会計基準第81第４項による振
替額

28,243,110 0

合　　計

・酒類製造実験棟旧ロッカー室改修工事：6,567,000
・麹菌群総合ゲノムデータベースの構築：4,840,000
・試料粉砕装置：3,074,390
・液体クロマトグラフ用蛍光検出器：2,588,850

主な使途

資産見返運営費交付金への振替 資本剰余金への振替

主な使途

その他 10,610,880
○翌事業年度以降に繰り越した運営費交付金債務の使用見込みは以下のとおりです。
　・施設等資産の経年劣化による更新等に使用予定。

○翌事業年度への繰越額はない。

費用進行基
準を採用した
業務に係る
分

0 ○翌事業年度への繰越額はない。

引当金見返との相殺

相殺額の内訳

賞与引当金見返：28,244,680
退職給付引当金見返：28,304,545

運営費交付
金債務残高

業務達成基
準を採用した
業務に係る
分

使用見込み

○翌事業年度以降に繰り越した運営費交付金債務の使用見込みは以下のとおりです。
　・研究機器等業務用資産の経年劣化による更新等に使用予定。
　・中期目標期間内に退職した役職員へ支給する退職金に使用予定。

117,289,922
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18　役員及び職員の給与の明細
（単位：千円、人）

支  給  額 支給人員 支 給 額 支給人員

( 4,800 ) ( 2 ) ( 0 ) ( 0 )

25,510  2  5,023  1  

( 82,447 ) ( 34 ) ( 0 ) ( 0 )

339,749  43  27,509  1  

( 87,247 ) ( 36 ) ( 0 ) ( 0 )

365,259  45  32,532  2  

注記事項

１　支給の基準は、役員報酬規程、役員退職手当規程、職員給与規程及び非常勤職員就業規則です。

２　給与支給人員は、年間平均支給人員数です。

３　（　）は非常勤の役職員に対するもので、外数です。

４　損益計算書の人件費には、上記のほか法定福利費及び福利厚生費、当期の賞与引当金繰入額及び退職給付費用等

　 が含まれています。

19　開示すべきセグメント情報

20　科学研究費補助金の明細

（注）　当期受入の金額は間接経費の額で、（　）は直接経費の額です。

21　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

　　当法人は、単一セグメントによって事業を行っているため、記載を省略しております。

区 　 分

役  　員

職  　員

合  　計

報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

（単位：円）

件数

1

2

1

4

(1,300,000)

(1,700,000)

挑戦的研究（萌芽） (100,000)

摘要

基盤研究（Ｂ） 90,000 (300,000)

当期受入れ　　 　　　（注）　種目

30,000

基盤研究（Ｃ）

合　　　　計

390,000

510,000

金　　　　　額

12,041,139

6,850,470

6,600,000

5,437,850

5,203,485

72,613,747

108,746,691

研究業務未払金及び未払金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

株式会社ジーンベイ（法人番号：1020001117518）

その他

合　　　　　　計

新川電機株式会社　（法人番号：4240001004583）

株式会社中国四国博報堂（法人番号：7240001015644）

中国電力株式会社（法人番号：4240001006753）

取引先等の名称

大塚器械株式会社　（法人番号：2240001001707）
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